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1979年度の養護学校教育の義務化は,義務教育修了後の後期中等教育保障においても画期点とな

つた。中学校75条学級卒業者の進学率は1979年の30.3%か ら1992年の60.5%へ ,養護学校中学部卒

業者の進学率は義務化で下落し最低率を示した1983年 の52.2%か ら1992年 の75.3%へ と, ともに毎

年 2%余 りの伸びを見せている。年 2%の進学率上昇は,かつての高校全入運動の際の高校進学率

の上昇カーブと酷似しており,大いに注目される。

こうした進学率の上昇を支えているのが,養護学校高等部の整備である。養護学校の高等部は,

養護学校中学部の卒業者だけでなく,中学校の75条学級及び通常の学級を卒業した障害児をも含め

た進学の受け皿 となっている。すなわち,1992年 3月 において,養護学校中学部 (卒業者7,212人 ,

進学者5,434人 :高校等457人 ,高等部4,977人)及び中学校75条学級 (卒業者9,380人,進学者5,673

人 :高校等1,684人 ,高等部3,989人)を卒業した進学者11,107人 の内,高等学校等に進学した者は

19.3%であり,残る80.7%は高等部 (盲 。聾学校も含むが,大多数は養護学校高等部)に進学して

いる。さらに,同年に中学校の通常の学級を卒業して高等部に進学した者は934人である。結局のと

ころ,いわゆる「浪人」進学者や盲・聾学校からの進学者を含めると,1992年 5月 1日 現在の養護

学校高等部本科 1年生の在籍者数は約 1万人の合計9,962人 となっている。

こうした問題意識から,本稿では,養護学校の高等部について,法制度上の整備経緯並びに全国

的及び都道府県別の実際の整備状況を明らかにする。

I.法制度上の整備

1.学校教育法の制定

養護学校の高等部は,1947年 に公布・施行の学校教育法において,法的な根拠を有する。すなわ

ち,第71条 において盲学校,聾学校または養護学校は「幼稚園,小学校,中学校又は高等学校に準

ずる教育」を施すことを定め,第72条 において小・中学部の他に「幼稚部又は高等部を置くことが

*Department of Special Education,Faculty of Education,「 rottori I」 niversity

キーワード:障害児,後期中等教育,進学,養護学校高等部,重複障害学級,条件整備,格差

昭部



渡部昭男 :養護学校における高等部の整備

できる」と規定されているとち

戦前から一定の学校数が整備されていた盲学校及び聾学校に関しては,小・中学部の義務制が1948

年度から学年進行で実施され,従来の職業教育の蓄積の上に高等部教育も義務教育に並行 して整備

された。

しかし,養護学校に関しては,養護学校そのものの設置から開始しなければならない状態であっ

た。確かに戦前においても,養護学校に類する学校は存在した。しかし,1932(昭和 7)年創設の

東京市立光明学校 (最初の肢体不自由校)も ,1940(昭和15)年創設の大阪市立思斉学校 (最初の

精神薄弱校)も小学校に類する各種学校 として発足している。そして,1941年の「国民学校令施行

規則第53条 ノ規定二依ル学級又ハ学校ノ編制二関スル規程」によって国民学校 として養護学校の編

制が可能になったことから,1942年 にそれぞれ国民学校 となっている。戦後においても,養護学校

が法律に規定されたとはいえ当初は義務制の学校 として認可されない不利益から,大阪市立思斉小・

中学校,東京都立青鳥中学校,東京都立光明小 。中学校など,実質上は障害児の学校であつても養

護学校を名乗らない場合も少なくなかった。

1949年度に初めて私立の養護学校 (身体虚弱児対象,千葉県)が認可された後,養護学校もよう

や く整備され始めるが,養護学校の整備が進むのは1956年 の「公立養護学校整備特別措置法」によ

って,他の公立義務教育諸学校 と同様に公立養護学校に対して国庫による負担または補助の道が講

じられて以降である。このような中,都立青鳥中学校は1957年 に青鳥養護学校 となる。その際,同
校の「職業補導部」が高等部に改組された動のが,公立養護学校において認可された高等部の最初 と

推定される(ただし,こ れより先に北海道の私立養護学校に1953年度より高等部が認可されている9)。

2.財政的な裏付け

高等部への財政的な裏付けは,義務教育でないという理由から,養護学校ばかりでなく盲・聾学

校においても義務教育段階の小・ 中学部より遅れている。

盲・聾学校において,義務教育段階の小。中学部に関しては,義務制が学年進行で開始された1948

年度から建物の新増築について補助 (補助率 2分の 1)が開始されている。さらに,1952年に公布

された「義務教育費国庫負担法」により,1953年度から小 。中学部に関する教職員給与費 (負担率

2分の 1)及び教材費の国庫負担が始まる。盲・聾学校において,高等部の建物の新増築について

国庫補助 (補助率 2分の 1)が開始されたのは,1962年度を待つてである。

養護学校に関しては,先に述べた1956年 の「公立養護学校整備特別措置法」によって,小・中学

部に関する建物の新増築 (負担率 2分の 1),教職員給与費 (負担率 2分の 1),教材費の国庫負担

等が開始されるとともに,高等部を含めて危険建物の改築事業 (補助率 3分の 1)に ついて国庫補

助も始まった (こ れより先にも単年度の補助があった年度はある)。 なお,養護学校の高等部の建物

の新増築について国庫補助 (補助率 2分の 1)が開始されたのは,1965年度からである。

ところで,延期されてきた養護学校の義務化について,1973年 に「学校教育法中養護学校におけ

る就学義務及び養護学校の設置義務に関する部分の施行期日を定める政令」が公布され,1979年度

から実施される運びとなった。これに先立ち,文部省は養護学校の拡充を含む「特殊教育拡充整備

計画」 (1972年度から7か年計画)を策定している。財政的にも,1972年度には養護学校未設置県に

おける養護学校の新設に関して補助率が 3分の 2に引き上げられ,政令公布の1973年度からは既設

置県の新設養護学校,1977年度からは政令指定都市の設置する養護学校の新増築についても補助率

が 3分の 2に引き上げられている。実際,こ の施策によって1972年度から養護学校は急増設され始
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めている (た だし, 3分の 2の補助率は1986年度から元にもどされた)。

1982年 に出された特殊教育研究調査協力者会議の報告「ッい身障害児に係る早期教育及び後期中等

教育の在 り方」は,障害児のための後期中等教育の充実を提言している。しかし,こ れを受ける形

で高等部の新増築の補助率を義務教育並の 3分の 2に引き上げるという措置は行われていない。

3.学級編制及び教職員定数

学級編制に関して,盲学校及び聾学校については,1948年の学校教育法施行規則の一部改正で「盲

学校及び聾学校の小学部又は中学部の 1学級の児童又は生徒の数は,10人以下を標準とし,高等部

の同時に授業を受ける 1学級の生徒数は,15人以下を標準 とする」 (第73条の 6)と された。

養護学校については,1957年 の学校教育法施行規則の一部改正によって,小・中学部とともに高

等部も15人以下とされた。

1958年 には「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」 (以下,義務標

準法)が制定され,1959年度から5か年計画で実施された。義務標準法によって,盲・聾学校の小・

中学部の学級編制は10人が標準 となった。この後,義務標準法は5回の改善が行われている。すな

わち,1964年度からの第二次 5か年計画で,養護学校の小・中学部が加えられている。1969年度か

らの第二次 5か年計画では,盲・聾 。養護学校の小・中学部の学級編制標準は8人 (新 しく重複障

害学級の 5人 も規定)に改善されている。1974年度からの第四次 5か年計画では盲 。聾・養護学校

に関しては特に改善はなく,1980年度からの第五次12か年計画では小 。中学部の学級標準編制は7

人 (重複障害学級は3人)に改善されている。そして,1993年度からの第六次 6か年計画によって,

小 。中学部の学級標準編制は6人 (重複障害学級は改善なし)に改善中である。

これに対して,高等部に関しては,1961年 に「公立高等学校の設置,適正配置及び教職員定数の

標準等に関する法律」 (以下,高校標準法)が制定され,1967年度からの第二次 5か年計画において

新たに盲・聾・養護学校の高等部が力Hえ られ,学級編制標準は10人 とされた。1974年度からの第二

次 5か年計画では,高等部にも重複障害学級が認められ,学級編制標準は5人 とされた。1980年度

からの第四次12か年計画では,高等部の学級編制標準は9人 (重複障害学級は3人)に改善された。

1993年度からの第五次 6か年計画では,高等部の学級標準編制は8人に改善中である。

高等部の教職員定数に関しては,1967年度からの高校標準法の第二次改正では,基礎的に必要な

教諭等の数を生徒 5人に教諭 1人の割合とし,専門教育を主とする学科並びに養護学校高等部 (専

門教育を主とする学科のみを置 くものを除く)ご とに 2人の教員のカロ算と実習助手 2人,高等部ご

とに事務職員 2人,肢体不自由校の高等部ごとに機能訓練の教員 1人,高等部単独校の場合はさら

に養護教諭等 1人 とされた。

1974年度からの高校標準法の第二次改正では,重複障害の場合は 1人を生徒数 2人に換算して教

諭等の基礎数を算出すること,養護・訓練の担当教員を高等部ごとに生徒数に応じて最低 1人 (肢

体不自由校は2人)配置すること,寄宿舎を置 く学校に寄宿生の人数の増加に応じて舎監の教員を

加算することとされた。

1980年度からの高校標準法の第四次改正では,教諭等の基礎数及び養護・訓練担当教員の算定を

従来の生徒数によるものから高等部においても小・中学部のように学級数に基づいて行われること

となった。教職員定数の改善に関しては,職業教育の充実を図るために,盲学校高等部の保健理療

科,聾学校高等部の産業工芸科,被服科,理容科または美容科,養護学校高等部 (普通科のみを置

く)に対して,学科に 1人ずつ教諭等を加配することとされた。また, 6学級以上の高等部単独校
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にも教頭 1人を認める等の改善がなされた。

1993年度からの高校標準法の第五次改正では,30学級以上の学校に教頭及び養護教諭等を複数配

置すること,高等部の学級数が 6学級以上の学校に生徒指導担当教員を 1人加配すること,養護学

校高等部で専門教育を主とする学科のみを置 く学校に職業関係専門教員を 1人力日配することなどと

されている。

4.就学奨励

就学奨励に関しては,1954年 に「盲学校,ろ う学校及び養護学校への就学奨励に関する法律」が

制定された。しかし,1954年度は盲・聾学校の小学部全学年及び中学部 1年生のみに限定されてい

た(中学部に関しては義務制の学年進行 とともに実施)。 その後,1956年 の改正により,養護学校の

小・中学部及び盲・聾・養護学校の高等部にも適用対象が拡大された。

高等部に関する補助対象経費の区分を開始年度の早い順に記すと,教科用図書購入費 (1956年度

～,法律補助経費),学校給食費 (1958年度～,法律補助経費),通学費及び帰省費の本人経費 (1959

年度～,法律補助経費),寄宿舎居住に伴う経費の内の寝具購入費 。日用品等購入費 (1960年度～,

法律補助経費),同じく食費 (1961年度～,法律補助経費),修学旅行費の本人経費 (1962年度～,

法律補助経費),学用品購入費 (1967年度～,予算補助経費),職場実習費 (1970年度～,予算補助

経費),校外活動費 (1976年度～,予算補助経費),通学用品購入費 (1977年度～,予算補助経費),

通学費及び帰省費の付添人 (肢体不自由校生徒及びその他の学校の重度・重複障害児の付添人)経
費 (1981年度～,予算補助経費),交流学習費 (1989年度～,予算補助経費),宿泊生活訓練費 (1990

年度～,予算補助経費),修学旅行費の付添人 (肢体不自由校生徒及びその他の学校の重度。重複障

害児の付添人)経費 (1991年度～,予算補助経費),新入学生徒学用品費等 (1993年度～,予算補助

経費)である。高等部についても義務教育並に就学奨励が認められ,拡大されていることが分かる。

5,学習指導要領

盲学校及び聾学校に関しては,学習指導要領小学部 。中学部一般編が1957年 に文部事務次官通達

において定められたのが最初である(そ の後,1964年 に盲学校及び聾学校学習指導要領小学部編が,

1965年 に同中学部編が文部省告示により制定され,今 日まで何度かの改訂を経ている)。 高等部につ

いては,1961年 に高等部学習指導要領一般編が文部事務次官通達により定められた後,1966年 に盲

学校及び聾学校学習指導要領高等部編 として文部省告示により制定されている。

養護学校に関しては,1963年 に養護学校小学部 。中学部学習指導要領精神薄弱教育編並びに養護

学校小学部学習指導要領肢体不自由教育編及び病弱教育編が,1964年 に養護学校中学部学習指導要

領肢体不自由教育編及び病弱教育編が定められたのが最初である (1971年には,文部省告示により

改訂・制定)。 高等部については,盲・聾学校 と併せて特殊教育諸学校高等部学習指導要領 として1972

年に文部省告示により制定されている。この高等部学習指導要領においては,小・ 中学部と同様に

「養護 。訓練」の領域が設けられ,ま た重複障害児の教育課程編成上の特例 も定められた。

その後,盲学校,聾学校及び養護学校高等部学習指導要領 として1979年及び1989年 の 2回 に渡 り

改訂されている。最新の1989年改訂の高等部学習指導要領は,今まで以上に高等部での職業教育の

重視を打ち出しており,1994年度から学年進行で施行される予定である。

なお,高等部における訪問教育については,学校教育法施行規則には規定があるものの,学習指

導要領での整備が遅れている (小・中学部の訪問教育に関しては,既に1979年 の改訂の際に学習指
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導要領にも明記されている)。

H.高等部の設置状況

1,全国的状況 (表 1)

盲・聾 。養護学校の学校数,高等部設置校数及び設置校率の推移を,表 1に示した。使用した統

計は,文部省『学校基本調査報告書』 (1951年度版～1992年度版)及び文部省初等中等教育局特殊教

育課『特殊教育資料』 (1963年度版～1992年度版)である。

学校数は,『学校基本調査報告書』 (各年度版)に記載されている。文部省著作の『特殊教育百年

史』 (東洋館出版,1978年 )に は,教育統計として「盲・聾・養護学校数の推移」が掲載されている

が,『学校基本調査報告書』と相違している年度がある。文部省の公式な数字は『学校基本調査報告

書』であることからぅ『学校基本調査報告書』の学校数を採用した。なお,1950年度以前に関しては,

『文部省年報』の統計をも踏まえた文部省大臣官房調査統計課監修。全国教育調査研究協会編集『戦

後30年 学校教育統計総覧』 (ぎ ょうせい,1980年 )の「表 1 学校種別学校数」で補つた。また,

養護学校の障害種別の内訳に関しては,『特殊教育資料』の「盲・聾・養護学校数の推移一国 。公・

私立計一」によった (明 らかに誤植 と思われる数字に関して特殊教育課企画調査係に照会・確認の

上で修正し,採用した)。

高等部設置校数は,1951年度,1959年度及び1967年度以降は『学校基本調査報告書』 (各年度版)

に掲載されている。しかし,養護学校の障害種別の内訳に関しては『学校基本調査報告書』には掲

載されておらず,『特殊教育資料』で補足 した (1964～1970年度版及び1977年度版以降の『特殊教育

資料』には,養護学校の障害種別の内訳を含めて掲載されている)。 ただし,1978年度版以前の各年

度版『特殊教育資料』の養護学校数 (合計)は,先に採用した『学校基本調査報告書』の養護学校

数と相違している。そこで,盲・聾・養護学校 (合計)の 1964～ 1966年度,養護学校の障害種別の

内訳の1964～ 1978年度については,参考資料 として掲載するにとどめた。

設置校率は,盲・聾・養護学校 (合計)については,『学校基本調査報告書』で高等部設置校数が

確認できた1951年度,1959年度及び1967年度以降を算出した。養護学校の障害種別の内訳について

は,先に採用した学校数と相違がなく,かつ『特殊教育資料』で高等部設置校数が確認できた1979

年度以降を算出した。

[盲学校]

盲学校は,戦前に既に設置が進んでおり,戦後は学校教育法施行前の1946年度を除いて一貫して

70校台であり,早 くから高原状態を示している。

高等部 も整備が進んでおり,1951年度には76校中の既に59校 (設置校率77.6%)に設置されてお

り,1959年度には76校中の64校 (84.2%)と設置校率が80%を越えていた。1967年度以降は,一貫

して60校台の高等部設置であり,設置校率も80%台を維持している。ただし,学校数及び設置校数

は1974～ 76年度に77校及び64校に達した後は漸減している。1992年度において,学校数は70校,設
置校数は60校,設置校率は85.7%で ある。

[聾学校]

盲学校 とともに学校教育法施行の翌1948年度より小学部 1年生から学年進行で義務化が進められ

た聾学校は,学校数が1948年度の64校から次第に増加し,義務化が完了した1956年度には99校 とほ

ぼ1.5倍 となっている。翌1957年度に100校台に達して以降は,ほぼ高原状態を示している。
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養 護 学 校

1946
1947
1948
1949
1950

1951

1952
1953
1954
1955

1956

1957
1958

1959

1960

1971
1972
1973
1974
1975

・７

２〇

一２０

２２

　

２４

２８

２７

２７

２８

　

３０

３０

３．

３２

３５

　

３３

３７

20.8
23 2

26 1
29 5
28 4
28 7
29 5

31.6
31.3
32.3
33.0
35.4

34 0
38 1

計)に関しては 告書』 より 告書』には,

1951年度,1959年度及び1967年度以降に掲載されている。
2)養護学校の障害種別の内訳及び合計の1964～ 66年度の高等部設置校数は『特殊教育資料』より補足して作成。ただし,1978

年度以前は,当該年度版と『特殊教育資料 (平成 4年度)置 に掲載されている「盲・彗・養護学校数の推移」の学校数とが
相違する (障害種別の重なる学校を重複カウントしていた為と推測される)こ とから,学校数には平成 4年度版の数字を
記載し,設置校数は各年度版の数字を掲げた (従って,設置率は算出していない)。 1963年度及び1971～ 76年度は『特殊教
育資料』にもデータがない。1962年度以前は『特殊教育資料』そのものが不明。
国公私立の総計で,分校を含めた数である。
1953年度の(1)は北海道の私立養護学校に,1957年度の*は都立青鳥養護学校に高等部が認可されたことを示す。
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高等部も学校増設 とともに進められたと推測され,1951年度には84校中の既に60校 (71.4%)に

設置されており,1959年度には高等部設置校は11校増えて71校 となっている (た だし,設置校率は

低下して69.6%)。 1967～ 69年度は高等部設置校は80校台であったものの,1970年度以降は70校台で

推移しており,設置校率も70%前後 となっている。1992年度において,学校数は107校,設置校数は

72校,設置校率は67.3%で ある。

[養護学校]

学校教育法に定める養護学校 として初めて認可されたのは,既に述べたように1949年であった。

学校そのものの整備の進展が戦後になってからであった点が,盲・聾学校 と大きく異なるところで

ある。「公立養護学校整備特別措置法」が公布された1956年には,未だわずかに10校 という状況であ

った。その後の増設数を示すと,1956～57年度 :9校,1957～58年度 :7校,1958～ 59年度 :12校 ,

1959～ 60年度 :8校,1960～ 61年度 :18校,1961～ 62年度 :22校 ,1962～ 63年度 :21校 ,1963～ 64

年度 :19校 ,1964～ 65年度 :25校,1965～ 66年度 :17校,1966～ 67年度 :24校 ,1967～ 68年度 :14

校,1968～ 69年度 :18校,1969～70年度 :10校 ,1970～71年度 :21校,1971～ 72年度 :21校,1972～ 73

年度 :40校,1973～ 74年度 :52校,1974～ 75年度 :25校,1975～ 76年度 :26校 ,1976～ 77年度 :33

校,1977～ 78年度 :50校,1978～79年度 :152校,1979～80年度 :23校,1980～ 81年度 :18校 ,1981～ 82

年度 :5校,1982～ 83年度 :13校,1983～ 84年度 :7校,1984～ 85年度 :13校,1985～ 86年度 :8

校,1986～ 87年度 :6校,1987～88年度 :7校,1988～89年度 :6校,1989～ 90年度 :9校,1990～ 91

年度 :14校 ,1991～92年度 :3校である。養護学校教育の義務化直前の1978～ 79年度が一挙に152校

の増設と最も多 く,次いで1973～ 74年度の52校,1977～ 78年度の50校,1972～ 73年度の40校 の順に

多かった。

高等部に関しては,学校そのものの設置が遅れたこともあって,盲・聾学校よりも整備がさらに

遅れている。養護学校の高等部 として最初に学校基本調査に現れるのは,既に述べたように1953年

度からである。1959年度には,養護学校38校中の 2校 (5.3%)に 高等部が設置されていた。その後,

養護学校高等部の建物の新増設について国庫補助が開始された1965年度以降,次第に整備が進めら

れたものと推測される。

『学校基本調査報告書』で確認できる1967年度以降についてみると,その増設数 (高等部増設数/
学校増設数―再掲)は,1967～ 68年度 :11/14校 ,1968～ 69年度 :11/18校,1969～ 70年度 :12/

10校,1970～ 71年度 :14/21校,1971～ 72年度 :19/21校,1972～ 73年度 :12/40校 ,1973～ 74年

度 :32/52校 ,1974～ 75年 度 :18/25校,1975～ 76年 度 :22/26校 ,1976～ 77年 度 :18/33校
,

1977～ 78年度 :21/50校,1978～ 79年度31/152校,1979～ 80年度 :55/23校,1980～ 81年度 :27/

18校,1981～ 82年度 :14/5校,1982～ 83年度 :13/13校,1983～ 84年度 :14/7校 ,1984～ 85年

度 :16/13校 ,1985～ 86年 度 :18/8校 ,1986～ 87年度 :14/6校 ,1987～ 88年度 :11/7校 ,

1988～ 89年度 :17/6校,1989～ 90年度 :16/9校 ,1990～91年度 :18/14校,1991～ 92年度 :16/

3校である。養護学校教育の義務化の翌年度の1979～ 80年度が55校の増設と最も多 く,次いで1973～ 74

年度の32校,1978～ 79年度の31校,1980～ 81年度の27校,1975～ 76年度の22校の順に多かった。養

護学校の義務化以前は高等部増設数よりも養護学校増設数の方が多かつたが,義務化以降は逆に,

養護学校増設数よりも高等部増設数の方が多い状況を呈している。引き続き現在 も,養護学校の高

等部は増設傾向にある。

高等部の設置校率は,1967年度の21.9%(192校 中42校)か ら次第に上昇して,1977年度に46.7%

(452校中211校 )に一旦達した後,翌々年の1979年度には40。 2%(654校 中263校)ま で落ちてから,



表 2-1.都 道府県別の養護学校高等部の設置状況 (1977～ 92年度 )
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注1)「特殊教育資料』各年度版より作成 (なお,1977・ 周年度は養護学校の合計数が「学校基本調査報告書Jと 相違している)。

2)高等部設置校数/養護学校合計数で表示した (単位:校)。

3)前年度に比して増加している場合に「*」 印,減少している場合に「―」印を付した。
4)「増加校数」は,高等部増加校数/養護学校増加佼数で表示した (単位:校)e

5)「 *印の県」は,高等部増加都道府県数/養護学校増力IIS道府県数で表示した (単位:都道府県)。

6)「―印9県」は,高等部減少都道府県数/養護学校減少都道府県数で表示した (単位:都道府県)。

7)‖ 罫線は,「特殊教育資料Jと r学校基本調査報告書Jと でデータが接続しないことを示している。
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再度上昇して1992年度には65.1%(786校 中512校)と なっている。盲・聾・養護学校の中で養護学

校の高等部設置校率が最も低 く,1992年度で盲学校とは20%も の開きがある。

[養護学校の障害種別]

養護学校を障害種別でみると,学校数は精神薄弱校が最も多 く,次いで肢体不自由校,病弱校と

なっている。

精神薄弱校は,養護学校教育の義務化の1979年度に282校から400校へと118校 もが急増され,引 き

続き増設傾向にあり,間 もなく500校台に達するものと予測される。高等部設置校数は,1979～ 92年

度において,152校から345校へと2倍強に増えている(高等部増設校数193校/学校増設校数98校 )。

設置校率は1979年度の38.0%(400校 中152校)か ら,肢体不自由校を追い越して1992年度には69,3

%(498校 中345校)と なっている。

肢体不自由校は,養護学校教育の義務化の1979年度に139校から158校へと19校増設されたのを最

高に,毎年数校ずつ整備が進められている。しかし,1991年度の193校から1992年度には191校へと

初めて減少に転じている。高等部設置校数は,1979～ 92年度において,91校から130校へと39校 (/
学校増設校数33校)増えている。設置校率は1979年度の57.6%(158校 中91校)か ら,1992年度には

68.1%(191校中130校)と なっている。

病弱校は,養護学校教育の義務化の1979年度に81校から96校へと15校増設された後,それ以降は

90校台で高原状態を示している。高等部設置校数は,1979～92年度において,20校から37校へと17

校 (/学校増設校数 1校)増えている。設置校率は養護学校の中で最も低 く,1979年度の20.8%(96

校中20校)から,1992年度には38.1%(97校 中37校)と なっている。

2.都道府県別の状況 (表 2-1,表 2-2,図 1,図 2-1,図 2-2)
(1)高等部の設置推移

都道府県別の高等部の設置状況は,『学校基本調査報告書』には掲載されておらず,『特殊教育資

料』から知ることができる。表 2-1に ,都道府県別の養護学校高等部の設置状況の推移 (1977～92

年度)を示した。『特殊教育資料』 (1977～1992年度版)の数字の内,1977年度及び1978年度につい

ては,養護学校の合計数が表 1に掲げた学校数と異なる。障害種別の重なる養護学校をダブルカウ

ントしたために生じた誤差 と推測されるが,1977年度に関しては精神薄弱校244校 (表 1の 243校 よ

り+1校),肢体不自由校132校 ,病弱校78校 (表 1の 77校 より+1校),合計454校 (表 1では452校 )

と合計で 2校多く,1978年度に関しては精神薄弱校283校 (表 1の 282校より+1校),肢体不自由校

139校,病弱校82校 (表 1の 81校より+1校),合計504校 (表 1では502校)と 合計で 2校多 くなっ

ている。いずれの県が相違しているのか確定できないが,養護学校教育の義務化以前にできるだけ

遡る意味から,こ こではそれぞれ 2校の誤差のあることを前提にデータとして採用した。

[年度毎の高等部の増設状況](表 2-1)
養護学校数及び高等部設置校数の増加校数 (高等部増加校数/養護学校増カロ校数で表示)及び増

加都道府県数 (表 2-1の *印 :高等部増設都道府県数/養護学校増設都道府県数で表示)をみる

と,1977～ 78年度 :23/50校 (表 1では21/50校 )・ 17/28都道府県,1978～ 79年度 :28/150校 (表

1では31/152校 )・ 17/43都道府県,1979～80年度 :55/23校・27/16都府県,1980～ 81年度 :27/
18校・ 18/11道府県,1981～ 82年度 :14/5校・11/6県 ,1982～ 83年度 :13/13校・11/8都道

府県,1983～ 84年度 :14/7校・10/6道府県,1984～ 85年度 :16/13校・15/12都道府県,1985～ 86

年度 :18/8校 。14/9都府県,1986～ 87年度 :14/6校・12/8都府県,1987～ 88年度 :11/7
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校・ 8/9県 ,1988～ 89年度 :17/6校 。12/7都府県,1989～ 90年度 :16/9校・15/7都道県,

1990～ 91年度 :18/14校・ 18/11都道県,1991～ 92年度 :16/3校・15/4都道府県である。養護

学校義務化以降は,高等部増設が養護学校増設を上回つている。養護学校を増設して義務化の準備

を行うことに忙しかった各地方公共団体が,義務化後は高等部の増設に努めていることが分かる。

[高等部の設置状況の格差](表 2-2,図 1)

しかし,都道府県によって高等部の増設速度及び設置校率に格差が存在している。表 2-1を分

かりやす くするために,1977年度 。1982年度・ 1987年度・1992年度の 5年間隔で推移をみたのが表

2-2である。また,表 2-2のデータの内,都道府県別の養護学校高等部の設置校率の推移を視

覚的に分かりやすいように図示したのが,図 1である。

1992年度の高等部設置校率をみると,最低は愛媛県の21.4%か ら最高は愛知県の100.0%と いう格

差が存在する。1992年度高等部設置校率を基準に,①設置校率100%以下～80%以上,②80%未満～全

国平均値 (65.1%)以上,③全国平均値未満～40%以上,④40%未満の4グループに分けた。①グ
ループは高等部設置校率の高い順から愛知県,千葉県,埼玉県,長野県,広島県,和歌山県,徳島

県,香川県,茨城県,山梨県,滋賀県,岡山県,佐賀県の13県 (27.7%),②グループは兵庫県,奈
良県,島根県,福岡県,大阪府,山 口県,高知県,静岡県,京都府,鳥取県,石川県,神奈川県,

東京都,宮城県,岐阜県,沖縄県の16都府県 (34.0%),③グループは青森県,二重県,鹿児島県,

秋田県,山形県,福井県,熊本県,富山県,岩手県,新潟県の10県 (21.3%),④ グループは群馬県,

栃木県,福島県,北海道,長崎県,宮崎県,大分県,愛媛県の8道県 (17.0%)で あった。

[高等部の設置校率の推移]

養護学校義務化以前の1977年度 (た だし,養護学校合計で 2校の誤差があり統計としては接続し

ていないことに留意のこと)に どのグループに属していたかを,参考として遡ってみた。

①グループの13県の中で,15年前も高等部設置校率が80%以上 (①→①グループ)であったのは

愛知県(15年間の高等部増設校数/養護学校増設校数は10/9校,以下同様),和歌山県(4/4校 ),

徳島県 (3/3校),岡 山県 (3/4校)の 4県である。この内,毎年度80%以上を保っていたのは

愛知県1県のみであり,他の3県は一旦は80%未満に低下した後に回復したものである。15年前に

80%未満～全国平均値 (46.7%)以 上 (②→①グループ)であったのは,千葉県 (20/15校),長野

県 (9/7校),広島県 (7/6校 ),香川県 (4/2校),茨城県 (11/11校 ),山梨県 (2/1校 ),

佐賀県 (2/2校)の 7県である。この内,千葉県,長野県,山梨県の3県は義務化後まもなく80

%台に乗せている。15年前に全国平均値未満～40%以上 (③→①グループ)であったのは,埼玉県

(23/18校 ),滋賀県 (6/5校)の 2県である。この内,埼玉県は義務化後まもなく80%台 に乗せ

ている。15年前に40%未満であった県はなかった。

②グループの16都府県の中で,15年前は高等部設置校率が80%以上 (②→①グループ)であった

のは,奈良県 (3/4校)のみである。奈良県は①グループから②グループに転じて,70%台であ

る。15年前も80%未満～全国平均値 (46.7%)以 上 (②→②グループ)であったのは,大阪府 (9/
8校),山 口県 (6/7校),高知県 (1/2校),京都府 (6/8校),石川県 (4/5校 ),東京都

(17/16校 )の 6都府県である。この内,山口県は一旦は40%未満に低下した後,高等部の整備を

進めて70%台 に乗せてきている。他の5都府県は,ほぼ60～70%台を維持した形で推移している。
15年前に全国平均値未満～40%以上 (③→②グループ)であったのは,兵庫県 (15/8校 ),神奈川

県 (14/13校 ),宮城県 (8/9校 )の 3県である。この内,兵庫県は次第に高等部設置校率を上昇

させてきて80%台を目前にしている県,神奈川県は義務化後まもなく60%台 に乗せて今日まで推移
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図 1,都道府県別の養護学校高等部の設置率の推移 (5年毎)
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している県,宮城県は一旦は40%未満に低下した後に近年60%台 に乗せた県である。15年前に40%

未満 (④→②グループ)であったのは,島根県 (5/3校),福岡県 (14/9校),静岡県 (10/10

校),鳥取県 (4/0校),岐阜県 (7/8校),沖縄県 (7/6校)の 6県である。この内,島根県,

鳥取県,岐阜県の3県 は,1977年度にわずか 1校の高等部であつた状況から増設を進めて,④グル

ープから②グループヘと上昇している。

③グループの10県の中で,15年前は高等部設置校率が80%以上 (①→③グループ)であった県は

ない。15年前に80%未満～全国平均値 (46.7%)以上 (②→③グループ)であったのは,福井県(2/
5校),富山県 (2/5校 )の 2県である。この2県は,こ の15年間で高等部設置校率をわずかに低

下させるとともに,全国平均値が上昇したために②グループから③グループヘと転落している。15

年前も全国平均値未満～40%以上 (③→③グループ)であったのは,二重県(7/10校 ),山形県(3/
3校)の 2県である。15年前に40%未満 (④→③グループ)であったのは,青森県 (7/1校),鹿
児島県 (6/7校),秋田県 (4/2校),熊本県 (5/3校),岩手県 (4/8校),新潟県 (5/
12校)の 6県である。

④グループの 8道県の中で,15年前は高等部設置校率が80%以上 (①→④グループ)であったと

ころはない。15年前に80%未満～全国平均値 (46.7%)以上 (②→④グループ)であったのは,栃
木県 (2/8校),宮崎県 (0/6校),愛媛県 (0/9校)の 3県である。この内,宮崎県,愛媛

県の2県 は,こ の15年間に高等部を1校 も増設しておらず,義務化後まもなく②グループから④グ

ループヘと転落している。15年前に全国平均値未満～40%以上 (③→④グループ)であったのは,

北海道 (8/29校 )である。北海道では,高等部を小。中学部併設で各校に設置する方式ではなく,

数校の高等部単独校を設置する方式で対処してきた。その結果,高等部設置校率は義務化以前より

も低下し,③グループから④グループヘと転落している。15年前も40%未満 (④→④グループ)で
あったのは,群馬県 (5/6校),福島県 (5/10校),長崎県 (2/6校),大分県 (0/-1校 )

の4県である。この内,群馬県と福島県の2県は高等部設置校率が漸増傾向にあるが,長崎県と大

分県の2県はほとんど変化がない。また,大分県はこの15年において養護学校数が減少した唯―の

県である。

[病弱養護学校における高等部整備の遅れ]

都道府県間での格差を残しつつも整備が進められている養護学校高等部の中で,病弱養護学校に

関しては高等部が 1校にもないというところが,1992年度現在で未だ15都県 (31.9%)も 残されて

いる (表 5)。 (病弱養護学校の高等部設置校数/病弱養護学校数)で示すと,宮城県 (0/2校),

秋田県 (0/1校),山形県 (0/1校),栃木県 (0/2校),群馬県 (0/5校),東京都 (0/
5校),神奈川県 (0/3校),富山県 (0/1校),福井県 (0/2校),山梨県 (0/1校),鳥取

県 (0/2校),山 口県 (0/1校),愛媛県 (0/1校),佐賀県 (0/1校),熊本県 (0/1校 )

である。

1982年 10月 に出された特殊教育研究調査協力者会議の報告「′b身障害児に係る早期教育及び後期

中等教育の在り方」は,「病弱養護学校高等部における対応」として「各都道府県の病弱養護学校の

1校以上に高等部を設置する必要がある」と明記していた。報告のあった1982年度時点で未設置で

あったのはほぼ半数の23都県 (48.9%)で あり,こ の10年間でわずかに8県 (岩手県,茨城県,長
野県,二重県,和歌山県,島根県,香川県,沖縄県)が未設置を解消したに過ぎない。



鳥取大学教育学部研究報告 教育科学 第 35巻 第 2号  (1993)

(2)高等部の設置状況と進学率

次に,高等部の設置状況と進学率との関連をみた。1992年度の養護学校高等部の設置校率と養護

学校中学部卒業者の進学率のクロスを図 2-1に ,養護学校高等部の設置校率と中学校75条学級卒

業者の進学率のクロスを図 2-2に示した。

[養護学校高等部の設置校率と養護学校中学部卒業者の進学率のクロス](図 2-1)
1992年度の養護学校高等部の設置校率 と養護学校中学部卒業者の進学率との相関は高い。

進学率に関して,Aラ ンク :100.0%以下～80%以上,Bラ ンク :80%未満～全国平均値 (75。 3%)

以上,Cラ ンク :全国平均値未満～40%以上,Dラ ンク :40%未満の4ラ ンクに分けて,先に高等

部設置校率を基準に分類した①～④までの 4グループごとに,進学率のランクの特徴を見た。

①グループの13県の中で,Aラ ンクであったのは和歌山県 (100.0%:ベス ト1位),徳島県 (96.

3%:ベ スト4位),広島県(95,9%:ベ ス ト5位),千葉県(95.5%),埼玉県(92.1%),山梨県 (89.

5%),滋賀県 (89.0%),香川県 (87.0%),長野県 (83.2%),佐賀県 (81.4%)の 10県である。愛

知県は,高等部設置校率が100.0%であったにもかかわらず,Bラ ンクの78.8%で ある(そ の要因に

ついては,統計数値だけからは判明せず,別途の調査が必要であろう)。 Cラ ンクは,茨城県 (69.

2%),岡 山県 (67.4%)の 2県である。この 2県は,高等部設置校率が80%以上であるにもかかわ

らず,養護学校中学部卒業者の進学率が全国平均未満の60%台 なのである (そ の要因については,

統計数値だけからは判明せず,別途の調査が必要であろう)。 Dラ ンクはない。

②グループの16都府県の中で,Aラ ンクであったのは奈良県(100.0%:ベスト1位),京都府 (97.

0%:ベ スト3位),石川県 (94.6%),大阪府 (94.0%),東京都 (93.5%),神奈川県 (90.1%),

高知県 (87.3%),岐阜県 (83.9%)の 8都府県である。これらの都府県は,高等部の設置されてい

ない養護学校があるにもかかわらず,養護学校中学部卒業後の80%以上の高い進学率を達成してい

るところである(そ の要因については,統計数値だけからは判明せず,別途の調査が必要であろう)。

Bラ ンクは,兵庫県 (79.8%),沖縄県 (79.0%),鳥取県 (77.8%)の 3県である。 Cラ ンクは,

宮城県 (75.0%),福岡県 (71.7%),山 口県 (65。 7%),島根県 (64,7%),静岡県 (62.1%)の 5

県である。Dラ ンクはない。

③グループの10県の中で,Aラ ンクであったのは福井県 (85.2%),二重県 (80.4%)の 2県であ

る。また,Bラ ンクは青森県 (77.6%)の 1県である。これら3県 は,高等部設置校率が全国平均

未満であるにもかかわらず,全国平均を越える進学率となっている (そ の要因については,統計数

値だけからは判明せず,別途の調査が必要であろう)。 Cラ ンクは,鹿児島県(72.7%),富 山県 (70.

8%),秋田県 (58,1%),熊本県 (53.8%),岩手県 (50.0%),新潟県 (49.4%)の 6県である。D
ランクは,山形県 (36.8%:ワ ース ト2位)の 1県である。 C・ Dラ ンクの 7県については,進学

率の低さの一要因に高等部設置校率の低さが推測されよう。

④グループの 8道県の中で,A・ Bラ ンクはない。 Cラ ンクは,愛媛県 (63.4%),群馬県 (60.

3%),栃木県 (50.4%),大分県 (41.8%),北海道 (41.7%:ワ ース ト5位)の 5道県である。D
ランクは,宮崎県 (39.7%:ワ ース ト4位),福島県 (37.4%:ワ ース ト3位),長崎県 (33.0%:
ワース ト1位)の 3県である。④グループの 8道県の進学率の低さの一要因に高等部設置校率の低

さが推測さ″tよ う。

[養護学校高等部の設置校率と中学校75条学級卒業者の進学率のクロス](図 2-2)
1992年度の養護学校高等部の設置校率と中学校75条学級卒業者の進学率との相関は低い。

同じく進学率に関して,Aラ ンク :100.0%以 下～80%以上,Bラ ンク :80%未満～全国平均値 (60.
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図2-1.養護学校高等部の設置率と養護学校中学部卒業者の進学率のクロス図 (1992年度)

注1)F学校基本調査報告書』および「特殊教育資料』より作成。小数点第1位を四捨五入した。
2)全国平均値である設置率65%,進学率75%に一―を引いた。また,目安として40%・ 80%に………を引いた。
3)相関係数r■ o.77

●秋田

議



鳥取大学教育学部研究報告 教育科学 第

“

巻 第 2号  (1993) 427

轡
協

●大分

●北海道          。鹿児島

●富山'福
井

。福岡

'鳥

取

●高知 ●兵庫

●
唾

●徳島

●香川

長野●●埼玉

9愛媛

。長崎
1増捐

●山形

1粁

●宮崎      ・ 蕪本

栃木●
1新潟

●岡山

●駿
●滋賀

●茨城

●千葉

愛知

●二重

●秋田
根嶋

・韓
勒

●静岡

図2-2,養護学校高等部の設置率と中学校75条学級卒業者の進学率のクロス図 (1992年度)

注1)『学校基本調査報告書』および「特殊教育資料』より作成。小数点第1位を四捨五入した。
2)全国平均値である設置率G5%,進学率60%を1-― を引いた。また,目安として40%・ 80%に………を引いた。
3)相関係数r≒ o.25

羽ｍ
∽



渡部昭男 :養護学校における高等部の整備

泣 1)『学校基本調査報告書』より作成。なお「重複障害学級」は,標準法の改正により1969年度より法的根拠を得て,学校基

本調査に項目化された。

2)国公私立の総計で,分校を含めた数である。
3)「開級率」は「重複障害学級数■学級数×100」 で求めた。ただし,高等部に関しては専攻科を除き,本科及び別科の学級

数を母数とした。
4)「指数」とは,「高等部の重複障害学級数■3年前の中学部の重複障害学級数」で求めたものである。

注 1)『特殊教育資料』より作成。
2)国公私立の総計で、分校を含めた数である。
3)( )内の「設置率」は「重複障害学級数■学級数×100」 で求めた。ただし、障害種別の養護学校高等部に関しては、専

攻科を含めた学級しか示されていないために、本科及び別科に専攻科の学級数を含めて母数とした。なお、専攻科の学級
数は、養護学校合計で1989～ 91年度が各 8学級、1992年度が 7学級のみである。

表 3-1.盲 ・聾・養護学校における重複障害学級の学級数及び開級率

年

度

校学せ目 校学聾 養 護 学 校

小学部

学級数(率 )

A中学部

学級数(率 )

B.高等部

学級数(率 )

指数
B/A

小学部

学級数(率 )

C中学部
学級数(率 )

D高等部

学級数(率 )

融
囃

小学部

学級数(率 )

E中学部

学級数(率 )

F高等部 1指数

学級数(率)iF/E

９８．
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級
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76 23 0
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|
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級
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122 14 9
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39
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％

お

お

%
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32
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45  9 2
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級

４
８

学

1026
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1,073 25 5
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3,337 41 3

3,566 44 0

3,573 44.3

3,570 45 0

3,422 44 7

3,343 44_5
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4,237 52 3
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学級

46
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％

■

■

110  8 8

148 10,7

209 13 3

278 15 2
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459 21 2

567 23 8
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1,090 28 9

1,868 40 0

2,143 42 9

2,393 46 0

2,240 44 1

2,355 45 1

2,451 45,1

2,538 45 8

2,574 45 8

2,468 44.9

2,467 45 7
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夕縮争引
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2 091
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|
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表3-2.養 護学校 (障害種別)における重複障害学級の学級数及び開級率

年
度

精 神 薄 弱 肢 体 不 自 由 弱病

小学部
学級数(率 )

中学部

学級数 (率 )

高等部

学級数 (率 )

小学部

学級数 (率 )

中学部

学級数 (率 )

高等部

学級数 (率 )

小学部

学級数 (率 )

中学部

学級数 (率 )

高等部

学級数 (率 )
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％
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学級  %
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1,967  70 5

学級  %
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1,049  68 7

級
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学
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学級  %
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257  39 2

265  42 1

266  42 3

学級  %
72  38 9

92  41 3

86  41 3

84  39.4
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表3-3.重 複障害学級の在学者

注 1)F学校基本調査報告書』及び F特殊教育資料』より作成。
2)国公私立の総計で,分校を含めた数である。
3)上段―在学者数,下段-1学級当り平均の在学者数。 (単位 :人 )

表 3-4.盲・聾・養護学校における重複障害学級の学部別開級率 (再掲)

注 1)『学校基本調査報告書コより作成。
2)国公私立の総計で,分校を含めた数

~C・

ある。
3)「開級率」は「重複障害学級数■学級数×100」 で求めた。ただし,高等部に関しては専攻科の学級数を除いている。
4)養護学校の障害種別の内訳は,『特殊教育資料』より作成。ただし,障害種別の養護学校高等部に関しては,専攻科を含

めた学級しか示されていないために,本科及び別科に専攻科の学級数を含めて母数とした。

数及び 1学級当りの 数

年

　

度

盲 学 校 聾 学 校 養 護 学 校
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等
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等
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高
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5%)以上,Cラ ンク :全国平均値未満～40%以上,Dラ ンク :40%未満の4ラ ンクに分けた。

①グループの13県の中で,Aラ ンクであったのは山梨県 (80.3%)の 1県のみである。山梨県は,

養護学校中学部卒業者の進学率及び中学校75条学級卒業者の進学率がともにAラ ンクである 5都府

県の中の 1県である(残 りの 4都府県は②グループ)。 Bラ ンクは,和歌山県(73.4%),広島県 (71.

7%),徳島県 (63.8%),香川県 (61.9%)の 4県である。 Cラ ンクは,埼玉県 (57.5%),長野県

(56.7%),千葉県 (50.5%),岡山県 (47.9%),愛知県 (46.1%),佐賀県 (40.3%)の 6県であ

る。Dラ ンクは,滋賀県 (39.1%),茨城県 (33.9%:ワ ース ト5位)の 2県である。養護学校中学

部卒業者の進学率に比して散らばり大きいことが分かる。

②グループの16都府県の中で,Aラ ンクであったのは京都府(84.1%:ベスト1位),山口県 (82.

4%:ベ スト2位),奈良県 (82.2%:ベ ス ト3位),神奈川県 (81.6%:ベスト4位),東京都 (81.3

%:ベスト5位)の 5都府県である。京都府,奈良県,神奈川県,東京都は,養護学校中学部卒業

者の進学率及び中学校75条学級卒業者の進学率がともにAラ ンクである5都府県に含まれる (そ の

要因については,統計数値だけからは判明せず,別途の調査が必要であろう)。 Bラ ンクは,石川県

(79.4%),大阪府 (77.4%),沖縄県 (76.5%),福岡県 (70.8%),鳥取県 (69.8%),兵庫県 (65.

1%),高知県 (64.6%)の 7府県である。 Cラ ンクは,島根県 (46.3%),岐阜県 (45.3%),宮城

県 (42.8%)の 3県である。Dラ ンクは,静岡県 (27.5%:ワースト2位)の 1県である。養護学

校中学部卒業者の進学率に比して散らばり大きいことが分かる。

③グループの10県の中で,Aラ ンクはない。Bラ ンクは,鹿児島県 (65.6%),福井県 (64.2%),

富山県 (63.4%)の 3県である。Cラ ンクは,青森県 (57.6%),山形県 (51.1%),二重県 (47.8

%),秋田県 (45.5%),岩手県 (44.8%),熊本県 (41.7%)の 6県である。Dラ ンクは,新潟県 (32.

6%:ワ ース ト4位)である。

④グループの 8道県の中で,Aラ ンクはない。 Bラ ンクは,大分県 (71.7%),北海道 (67.2%)

の 2道県である。この 2道県は,高等部設置校率が40%未満であるにもかかわらず,中学校75条学

級卒業者の進学率が70%前後 と高い (そ の要因については,統計数値だけからは判明せず,別途の

調査が必要であろう)。 Cラ ンクは,群馬県 (53.6%),長崎県 (52.7%),愛媛県 (51.5%),宮崎

県 (41.0%)の 4県である。Dラ ンクは,栃木県 (27.8%:ワースト3位),福島県 (23.8%:ワ ー

スト1位)の 2県である。養護学校中学部卒業者の進学率及び中学校75条学級卒業者の進学率がと

もにDラ ンクであるのは,福島県のみである。

Ⅲ。重複障害学級の設置状況

1.全国的状況 (表 3-1,表 3-2,表 3-3,表 3-4)
高等部への進学率を高める条件 として,高等部の設置とともに重複障害学級の整備 も重要である。

重複障害学級 とは,義務標準法においては1969年度より,高校標準法においては1974年度より (な

お,1967年の高校標準法の「やむを得ない事情がある場合を除き,10人」との例外規定を活用して,

高等部においても1969年度より重複障害学級の編制がみられる),法的根拠を得た学級である。すな

わち,「文部大臣が定める心身の故障を2以上併せ有する児童又は生徒」で編制される学級のことで

あり,単一障害学級より学級編制標準が少人数で,結果的に教職員の配置を篤 くすることに運動し

ている。学級編制の項で述べたように,単一障害学級の高等部の学級標準編制は小 。中学部よりも

常に大きく設定されているのが特徴である。従つて,中学部までは単一障害学級で対応可能であつ
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た生徒も,学級編制標準の大きい高等部の単一障害学級では対応が困難 となることもありうる。ま

た,1980年からの高校標準法改善の第四次12か年計画によって,それまで生徒数に基づいて算定し

ていた教諭等の基礎数が学級数に基づいて算定されるように変更されたことから,重複障害学級が

開設されない限 りたとえ重複障害の生徒が在籍していても教職員配置が篤 くならないこととなった。

それだけに,高等部での重複障害学級の開設は,重複障害や重度障害の生徒の高等部進学の受け皿

として極めて重要なのである。

[重複障害学級の開級率]

盲・聾・養護学校 (合計)における重複障害学級の学級数及び開級率を,表 3-1に示した。

1992年度の学部別の開級率をみると,小学部では養護学校 (54.6%)>盲学校 (31.0%)>聾学校

(20.9%),中 学部では養護学校 (51.2%)>盲学校 (35,3%)>聾学校 (25.1%),高等部では養護

学校 (33.9%)>盲学校 (20.9%)>聾学校 (15.3%)で ある。重複障害学級は,全ての学部におい

て養護学校が最も開級率が高 く,次いで盲学校,聾学校の順である。

しかし,養護学校に関しても,障害種別で格差がある。表 3-2に示すように,1992年度におい

て,小学部では肢体不自由校 (70.5%)>精神薄弱校 (47.9%)>病弱校 (39.2%),中学部では肢体

不自由校 (68.7%)>精神薄弱校 (45.7%)>病弱校 (42.3%),高等部では肢体不自由校 (54.9%)>
病弱校 (39.4%)>精神薄弱校 (25.6%)で ある。肢体不自由校に比して,精神薄弱校及び病弱校で

は重複障害学級の開級率が低い。

[高等部での重複障害生徒の受け皿指数]

ところで,高等部への進学に関連しては,単に高等部での重複障害学級の開級率が問題になるの

ではない。中学部に在籍している重複障害生徒を受け入れるに足るだけの重複障害学級が,高等部

においても開級されているか否かである。『学校基本調査報告書』の統計から,「高等部の重複障害

学級数■ 3年前の中学部の重複障害学級数」の計算式により算出した指数 (表 3-1の指数)を ,

中学部に在籍していた重複障害生徒の高等部での受け皿を推測するデータとした。

盲学校においては,指数は次第に上昇し,1992年度において「1.02」 とほぼ全員の受け入れ可能

性を示唆する数値 となっていた。聾学校においては,指数は次第に上昇しているが,1992年度にお

いて「0.80」 である。これらに対して,養護学校においては,一旦上昇していた指数が1983年度に

急落した後に再度上昇するという推移を示している。これは,養護学校義務化で就学した重複障害

児の内,不就学児を小学部 6年生 (1979年度)の学籍に位置づけて 4年後 (1983年の春)に中学部

を卒業させたにもかかわらず,高等部において重複障害学級の整備を怠ったことを示唆している。

また,再度上昇してきた指数も1992年度において「0.66」 と低 く,お よそ 3分の 2の受け皿しか整

備できていないことを推測させる。

養護学校の障害種別についても,表 3-2か ら1992年度のみ算出可能であるが,1992年度におい

て肢体不自由校 (0.87)>精神薄弱校 (0.61)>病弱校 (0.32)で ある。

[重複障害学級の 1学級平均在学者数]

加えて,重複障害学級が標準法に基づいて編制されているか否かも重要である。1980年改正標準

法は1991年度に完全移行した。この改正法に基づけば,重複障害学級の編制人数は3人である。1991

年度を越えて 1学級平均在学者数が「 3人以下」を達成できていないのは,養護学校の高等部のみ

である(表 3-3)。 養護学校高等部の重複障害学級の 1学級当りの平均在学者数は,1991年度で3.

5人 ,1992年度で3.3人である。1992年度について障害種別にみると,肢体不自由校 (3.4人)>精神

薄弱校 (3.2人 )>病弱校 (2.7人)の順で学級規模が大きい。



表 4.都道府県別の養護学校高等部における重複障害学級の学級数及び開級率の推移 (1977～ 1992年度 )
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新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重
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― (― )

2(4)
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1(17)
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― (― )

3(20)
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1(13)
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―(― )

3(33)
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1(11
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― (― )
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2.都道府県別の状況 (表 4,表 5)

(1)重複障害学級の設置の推移 (表 4)

都道府県別の養護学校高等部における重複障害学級の学級数及び開級率の推移 (1977～92年度)

を表 4に示した。この16年度間の推移を,最新の1992年度の開級率を基準に, I・ 開級率50%以上,

H・ 50%未満～20%以上,Ⅲ・20%未満 (未開級を除 く),Ⅳ・未開級 (― %)の 4グループに分け

た。 1グループは重複障害学級開級率の高い1買から広島県,大分県,富山県,石川県,香川県,神
奈川県,徳島県,兵庫県の 8県 (17.0%),Hグ ループは滋賀県,山 口県,京都府,岡山県,長野県,

福井県,和歌山県,埼玉県,沖縄県,新潟県,千葉県,秋田県,群馬県,宮崎県,奈良県,愛媛県,

二重県,山梨県,高知県,東京都,大阪府,長崎県,鳥取県,島根県,鹿児島県,宮城県の26都府

県 (55。 3%),Ⅲ グループは熊本県,静岡県,岩手県,岐阜県,福島県,青森県,北海道,福岡県,

茨城県,栃木県,愛知県の11道県 (23.4%),Ⅳ グループは山形県,佐賀県の 2県 (4.3%)である。

傾向として,首都圏,北陸,近畿,中 。四国の一部で高 く,北海道 。東北,北関東,東海,九州の

一部で低 くなっている。

[Iグループ (開級率50%以上)8県 ]

広島県は,1980年度以来13回連続で開級率50%以上を続けており,1983年度以降は一貫して70%

以上と全国―の開級率を達成している。石川県は,1978年度以降,1991年度を除 く14回が50%以上

となっている。兵庫県は,1979年度以降,1980年度 と1991年度を除く12回が50%以上 となっている。

大分県は,1983年度以降,1990年度を除 く9回が50%以上となっている。この 4県 は,ほ 艘腫常的

に開級率の高い県である。

神奈川県,徳島県,香川県の 3県 は,以前は低かったもののこの数年間連続して50%以上を達成

するようになった県である。特に,神奈川県は,1977～ 80年度は未開級ないし一桁台の開級率であ

ったが,1981年度以降急速に開級率を高めて今日に至っている。

富山県は,1992年度は50%を越えているが,ほ ぼ20%以上～50%未満を変動している県 (Hグル

ープ)である。

[Hグループ (50%未満～20%以上)26都府県]

京都府は,1978～ 87年度,1989～ 91年度の13回 は50%以上となっているにもかかわらず,1991年

度の115学級から92年度の87学級へと28学級 も減級したために1992年度はHグループに落ちている。

山梨県と和歌山県の 2県は,一貫してHグループに属 している。近年,和歌山県は学級数を増や

して開級率を40%台に上げている。

秋田県,群馬県,埼玉県,新潟県,福井県,宮崎県,沖縄県の 7県は,未開級の年度はなかった

もののかつては20%未満の年度があったが,こ の数年はHグループに属している県である。

二重県は,12回 も20%未満の年度があったが,1991年度の 6学級を92年度には15学級と増やして

開級率を20%台に上げている。

宮城県,千葉県,長野県,滋賀県,奈良県,鳥取県,島根県,岡山県,山口県,高知県,長崎県

の11県 は,未開級の年度があった状態から重複障害学級を開設して20%以上になっている県である。

東京都,大阪府,愛媛県,鹿児島県の 4都府県は,未開級を長らく続けた後に,開級率を上げて

Hグループに入ったところである。東京都は,1983年度までの 7回が未開級で,首都圏の中では埼

玉県,千葉県,神奈川県に比して重複障害学級の開設が遅れており,開級率も20%台 と低い。大阪

府は,1991年度まで連続して未開級ないし一桁台の開級率であったが,1992年度に突如として学級
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を増設し始めて開級率を上げている4)。 愛媛県は,1990年度まで14回連続で未開級であつたが,1991

年度より重複障害学級を開設して20%台 の開級率となっている。鹿児島県は,1988年度まで12回連

続して未開級であつたが,1989年度から重複障害学級を開設して20%台の開級率となっている。

[Ⅲ グループ (20%未満 。未開級を除 く)11道県]

福岡県,熊本県の 2県 は,16年間一貫して未開級ではないものの20%未満で推移してきた県であ

る。

北海道,茨城県,栃木県,岐阜県,愛知県の 5道県は,16年間一貫して未開級ないし20%未満で

推移してきたところである。この内,北海道は1977～ 86年度の10回連続で未開級,岐阜県は1977～ 85

年度の 9回連続で未開級,茨城県は1977～83年度の 7回連続の未開級であつた。栃木県は,開設し

てあった重複障害学級を1985～ 91年度の 7回連続で廃級とし,1992年度に再度開級している。愛知

県は,開級と廃級を繰 り返しており,1978～85年度,1987～ 89年度,1991年度の計12回が廃級であ

った。

青森県,岩手県,福島県の東北 3県は,重複障害学級数が 2～ 5学級とほとんど変化しておらず,

次第に開級率を低下させて,こ の数年は20%未満 となっている。

静岡県は,1991年度の15学級を翌92年度に10学級に減級したために,開級率が20%未満に落ちた

県である。

[Ⅳグループ (未開級・ ―%)2県 ]

山形県は,16年間連続して養護学校高等部に重複障害学級未開級の唯―の県であり,極めて特異

な県である。

佐賀県は,1977年度以降一貫して重複障害学級 3学級のまま推移し,次第に開級率を下げていた

が,1992年度はついに未開級県となった。

(2)重複障害学級の設置状況と進学率

[重複障害学級の開級率と養護学校中学部卒業者の進学率のクロス](表 5)

重複障害学級の設置状況は重複障害児の進学を規定する。そこで,重複障害学級の開級率と養護

学校中学部卒業者の進学率 とをクロスしてみた(表 5)。 1992年度における養護学校高等部の重複障

害学級の開級率を基づいて既に分類ずみの I。 開級率50%以上,H・ 50%未満～20%以上,III・ 20

%未満 (未開級を除 く),Ⅳ。未開級 (― %)の 4グループ別に,進学率に関しても既述の 4つ のラ

ンク,すなわちAラ ンク :100%以下～80%以上,Bラ ンク :80%未満～全国平均値 (75.3%)以上 ,

Cラ ンク :全国平均値未満～40%以上,Dラ ンク :40%未満に分けて述べる。

Iグループの 8県について,進学率がAラ ンクは広島県 (養護学校高等部の重複障害学級開級率

79.4%・ ベス ト1位 [受け皿指数1.95・ ベスト2位],養護学校中学部卒業者の進学率95。 9%・ ベス

ト5位 :以下同様),石川県 (56.2%。 ベスト4位 [0.80],94.6%),香 川県 (52.9%。 ベス ト5位

[0.95],87.0%),神奈川県 (51.3%[1.54・ ベス ト4位],90.1%),徳島県 (50,0%[0.87],96.

3%。 ベス ト4位)の 5県 と最も多かった。Bラ ンクは,兵庫県 (表 4で は少数点第 1位を四捨五入

したために Iグループに含めたのでそのままとする :49.8%[0.93],79.8%)の 1県のみである。

Cラ ンクは,大分県 (62.5%・ベス ト2位 [0.54],41.8%),富 山県 (57.8%・ ベス ト3位 [0.79],

70.8%)の 2県である。重複障害学級の開級率が高いにもかかわらず進学率が低いのは,大分県(4/
14校 )・富山県 (5/11校 )と もに高等部設置校が少ないことによると推測される。特に,大分県は

高等部設置校率がワースト2位であり,重複障害学級の開級率は高 くても受け皿指数は低 くなって
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高等部設置校数 (設置校率)は f特殊教育資料ョ(1992年 度版)よ り作成。80%以 上に名 40%未満に―を付けた。
重複障害学級数 (開級率)は F学校基本調査報告書』(1989年 度版・1992年度版)よ り作成。50%以上に■120%未満に―を付けた。
百分率は全て少数第 2位を四捨五入。各々のベスト5位 (O数字)まで及びワースト5位 (□数字)ま でを示した。
重複障害生徒の受け皿指数=高等部の重複障害学級数■3年前の中学部の重複障害学級数。指数100以上に:圭を付けた。
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いることに留意する必要があろう。Dラ ンクはなかった。

Hグループの26都府県について,Aラ ンクは滋賀県 (49.3%[1.03],89.0%),京都府 (47.8%

[1.05],97.0%。 ベス ト3位),長野県 (44.3%[0.66],83.2%),福井県 (41.9%[0.54],85.
2%),和歌山県 (41.0%[1.56・ ベス ト3位],100%・ ベスト1位),埼玉県 (39.4%[1.26・ ベス

ト5位],92.1%),千葉県 (35.4%[0.83],95.5%),奈良県 (30.4%[0.84],100%・ ベス ト1

位),二重県 (28.8%[0.50],80.4%),山 梨県 (28.0%[0.88],89.5%),高 知県 (27.7%[0.72],

87.3%),東京都 (27.3%[1,04],93.5%),大 阪府 (25.8%[2.61・ ベス ト1位],94.0%)の 13

都府県と最も多かった (な お,大阪府の受け皿指数ベス ト1位 は,こ の数年に急に重複障害学級を

増設し始めたことによる疑似指数である)。 これらの都府県は,重複障害学級の開級率の割に進学率

の高いところであるが,逆にみれば重複障害学級が今少し増設されてもよいところとも言える。B
ランクは沖縄県 (37.0%[0.82],79.0%),鳥取県 (25.0%[0.50],77.8%)の 2県である。沖縄

県は,高等部は10/15校 と3分の 2の設置状況であるが精神薄弱校に関しては8/9校 と設置状況

がよい。鳥取県も精神薄弱校に関しては4/4校 と設置状況がよいことが,進学率が比較的高いこ

とに関連していよう。 Cラ ンクは山口県 (48.6%[1.00],65.7%),岡山県 (46.1%[0.74],67.
4%),新潟県 (37.5%[0。 22],49.4%),秋 田県 (33.3%[0.21],58。 1%),群馬県 (33.3%[0,
24],60.3%),愛媛県 (29.7%[0.42],63.4%),島 根県 (23.1%[0.17],64.7%),鹿 児島県 (22.

7%[0.38],72.7%),宮城県 (21.4%[0.17],75.0%)の 9県である。Dラ ンクは宮崎県 (30.8

%[0.42],39.7%・ ワース ト4位),長崎県 (25.9%[0.25],33.0%。 ワース ト1位)の 2県であ

る。宮崎県・長崎県ともに高等部が養護学校の約 3分の1(宮崎県・ 3/10校 ,長崎県 5/15校 )

にしか設置されておらず,加えて重複障害学級数も少ないという悪条件 となっている。

Ⅲグループの11道県について,Aラ ンクは岐阜県 (14.1%[0.37],83.9%)で ある。岐阜県は,

高等部の設置校率が比較的高い (8/12校 ,精神薄弱校は6/7校)ために進学率が高いと推測さ

れる。Bラ ンクは青森県 (12.8%[0.16],77.6%),愛知県 (0.6%・ ワース ト3位 [0.08・ ワース

ト3位],78.8%)の 2県である。愛知県は,高等部設置校率が100%で あるにもかかわらず重複障

害学級が極めて少数しか開級されていないために,Bラ ンクの進学率になっていると推測される。

Cラ ンクは熊本県 (14.8%[0.13],53.8%),静 岡県 (14.5%[0.08],62.1%),岩手県 (14.3%

[0.09],50.0%),北海道 (12.6%[0.19],41.7%。 ワース ト5位),福岡県 (12.2%[0.14],71.
7%),茨城県 (4.2%・ ワース ト5位 [0.07・ ワース ト5位],69.2%),栃木県 (3.1%・ ワース ト

4位 [0.02・ ワース ト4位],50.4%)の 7道県と最も多かった。Dラ ンクは福島県 (13.8%[0,08],
37.4%・ ワース ト3位)である。福島県は,高等部が養護学校の 3分の 1強 (7/19校)に しか設

置されておらず,カロえて重複障害学級数も少ないという悪条件となっている。

Ⅳグループの 2県について,佐賀県 (― %・ ワース ト1位 [―
。ワース ト1位],81.4%)が Aラ

ンクである。佐賀県は,病弱養護学校の 1校を除いて全て (4/5校)の養護学校に高等部が設置

されており,進学率が高 くなっていると推測される。B及びCラ ンクはない。Dラ ンクは,山形県

(― %・ ワース ト1位 [― 。ワース ト1位],36.8%・ ワースト2位)である。山形県は,高等部が

養護学校の半数 (4/8校)に しか設置されておらず,加えて重複障害学級も開級されていないと

いう悪条件 となっている。

重複障害学級の開級数が少なくて進学率が低いところは,重複障害学級の開級数が進学そのもの

を規定しており,重複障害学級の開級数が少なくて進学率の高いところは,重複障害生徒の高等部

教育の内容 (進学の質)を制約するものになっていることが予測される。
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[高等部における訪聞教育]

養護学校教育の一形態としての訪問教育は,学校教育法には根拠を持ち小・中学部では全国的に

制度化さているものの,高等部に関しては国としての制度化が遅れている。しかし,都道府県レベ

ルで実施することは法的にも認められている。重複障害の生徒,と りわけ訪間教育生の後期中等教

育への進学を保障するために,高等部における訪問教育の制度化が急がれよう。

この点に関して,広島県では,1982年度から県独自に養護学校高等部の訪問教育を制度化してい

る。他に,訪間教育籍から全日教育籍に学籍を移して,実質的に訪問教育生の高等部進学を実現し

ているところもある (京都府など)。

要 約

最後に,養護学校における高等部の整備に関する都道府県別の1992年度現在の課題を,1992年度

の高等部設置校率の高い順に要約する (表 5)。

[①グループ :設置校率100%以下～80%以上 :13県 ]

このグループは,愛知県のように高等部の皆設置を課題としている。

(愛 知〉高等部は皆設置であるものの,重複障害学級の開級率が一桁台であり,高等部への重複

障害学級の増設が特に急がれる。

(千 葉〉高い進学率の割に重複障害学級の設置率が中程度であり,重複障害学級の増設が検討さ

れてよい。

(埼 玉〉病弱養護学校に高等部をさらに増設する。また,高い進学率の割に重複障害学級の設置

率が中程度であり,重複障害学級の増設が検討されてよい。

〈長 野〉高等部の設置校率は高いが,高等部の重複障害学級の受け皿指数が低 く出ている。高等

部の全体定員を増やしつつ,重複障害学級を増設して受け皿指数を高めたい。

(広 島〉条件整備の水準は高い (養護学校高等部設置校率,高等部の重複障害学級開級率,受け

皿指数の 3点全てにおいて網掛け印であり,3拍子揃った唯―の県である)。 残る精神薄弱校の 1校

に高等部を設置したい。

(和歌山〉残る精神薄弱校の 1校に高等部を設置したい。また,高い進学率の割に重複障害学級の

設置率が中程度であり,重複障害学級の増設が検討されてよい。

(徳 島〉残る病弱校の 1校に高等部を設置したい。

(香 川〉残る精神薄弱校の 1校に高等部を設置したい。

〈茨 城〉重複障害学級の開級率が一桁台であり,高等部への重複障害学級の増設が特に急がれる。

(山 梨〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれ

る。

(滋 賀〉残る病弱校の 2校に高等部を設置したい。

(岡 山〉残る精神薄弱校の 2校に高等部を設置したい。

(佐 賀〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級が未開級であり,高等部への重複障害学級の開級が特に急がれる。

[②グループ :設置校率80%未満～全国平均値 (60.1%)以上 :16都府県]

このグループは,いずれも設置校率が当面80%を越える高等部の増設が課題となっている。
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〈兵 庫〉市町村立の養護学校の多い県であるが,少なくとも県立養護学校の全てに高等部を設置

したい。1993年度に養護学校高等部の受験者全員合格を実現しており,今後さらに進学率が上昇す

ると想定される。

(奈 良〉重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の

増設が待たれる。

〈島 根〉重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の

増設が待たれる。。

(福 岡〉重複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

(大 阪〉重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の

増設が待たれる。

(山 口〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。

(高 知〉重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の

増設が待たれる。

(静 岡〉重複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

〈京 都〉重複障害学級の学級数 (開級率)が 1991～ 92年度に急減しており,心配される。

(鳥 取〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれ

る。

(石 川〉高等部での訪間教育の実施に向けて試行中の県である6ち

〈神奈川〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。ま

た,肢体不自由校への高等部設置が 6/12校 と低 く,肢体不自由校への高等部の増設が急がれる。

(東 京〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれ

る。

〈宮 城〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれ

る。

〈岐 阜〉重複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

〈沖 縄〉特に肢体不自由校への高等部設置が 1/5校と低 く,肢体不自由校への高等部の増設が

急がれる。

[③グループ :設置校率全国平均値 (60.1%)未満～40%以上 :10県 ]

このグループは,いずれも設置校率が全国平均以上の高等部の増設が課題となっている。

(青 森〉特に肢体不自由校への高等部設置が 1/4校 と低 く,肢体不自由校への高等部の増設が

急がれる。重複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

(二 重〉重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の

増設が待たれる。

〈鹿児島〉重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の

増設が待たれる。

(秋 田〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれ
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る。

(山 形〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。重

複障害学級が未開級であり,高等部への重複障害学級の開級が特に急がれる。

(福 井〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。

(熊 本〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。ま

た,全体的に設置校率は低いが中でも肢体不自由校への高等部設置が 1/4校 と低 く,肢体不自由

校への高等部の増設が急がれる。重複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学

級の増設が急がれる。

(富 山〉病弱養護学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設が急がれる。

〈岩 手〉重複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

(新 潟〉高等部の設置校率がようやく40%であり,③グループにあるとは言え,養護学校への高

等部の増設が急がれる

[④グループ :設置校率40%未満 :8道県]

このグループは,いずれも設置校率が当面40%を越えて全国平均値に近づ く高等部の増設が課題

となっている。

(群 馬〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる (病弱養護

学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設を含む)。 重複障害学級の開級率が20

%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれる。

(栃 木〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる (病弱養護

学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設を含む)。 また,重複障害学級の開級

率が一桁台であり,高等部への重複障害学級の増設が特に急がれる。

〈福 島〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる。また,重
複障害学級の開級率が20%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

(北海道〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる。高等部単

独校だけでなく,小 。中学部に併設する高等部の増設 も必要であろう。重複障害学級の開級率が20

%未満であり,高等部への重複障害学級の増設が急がれる。

(長 崎〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる。重複障害

学級の開級率が20%以上であるものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれる。

(宮 崎〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる。1977～ 92

年度間に高等部の増設は全 くなく,特に増設が求められる。重複障害学級の開級率が20%以上であ

るものの全国平均値未満であり,重複障害学級の増設が待たれる。

〈大 分〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる。1977～ 92

年度間に高等部の増設は全 くなく,特に増設が求められる (94年度に高等部 1校増設の予定)。

(愛 媛〉高等部の設置校率が40%未満であり,養護学校への高等部の増設が急がれる (病弱養護

学校の高等部が未開設であり,病弱養護学校への高等部の開設を含む)。 1977～ 92年度間に高等部の

増設は全 くなく,特に増設が求められる。重複障害学級の開級率が20%以上であるものの全国平均

値未満であり,重複障害学級の増設が待たれる。
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く註 〉

1)学校教育法の成立過程における養護学校高等部の位置づけについては,田中良三「わが国における養護学校高等

部 (精神薄弱)教育の成立・展開過程J『障害者問題研究』第43号 (1985)に詳しい。

2)こ の経緯については,前掲・田中論文の他に,藤島岳「精神薄弱児を対象とする養護学校高等部考―その1.発
足とその経緯―」『東洋大学文学部紀要 (教育学科・教職課程編Ⅸ)』 第37集 (1983),同 「精神薄弱児を対象とする

養護学校高等部考―その2.高等部の存在意味①―」『東洋大学文学部紀要(教育学科・教職課程編X)』 第38集 (1984)

などを参照のこと。

3)前掲・田中論文は,「学校教育法制定後,10年を経た1957年 (昭和32年)4月 ,わが国の養護学校でははじめて,

東京都立青鳥養護学校に高等部が設置認可された」としているが,『学校基本調査報告書』1953～ 58年度版で,北海

道の私立養護学校に高等部の存在が示されている。この点に関して,大久保哲夫「精神遅滞者への後期中等教育の

保障」『柳川光章教授退官記念論文集 障害児学への道』奈良教育大学障害児研究室,1988年 (「東京都立青鳥中学

校が養護学校に改称され,同時にわが国最初の高等部が設置されたJ12頁),山 口薫・金子健『特殊教育の展望-21

世紀に向けて』日本文化科学社,1993年 (「精神薄弱養護学校の高等部が最初に設置されたのは,1957(昭和32)年 ,

東京都立青鳥養護学校であったJ161買 )も 同様の誤りを犯している。島村恒三「北海道」『日本の精神薄弱教育―

戦後30年一第 4巻 地域史 I・ 東日本』 (日 本文化科学社,1979年)に よれば,「教護施設であった札幌報恩学園が

精神薄弱児の施設に切り替えられると同時に,全国や本道の公立にさきがけ,私立養護学校の認可も受け,指導・

訓練の一貫性をはかり,教育効果を上げていた」とあり,札幌報恩学園と推定される。なお,『学校基本調査報告書』

によるとこの学校は1950(昭和25)年度から認可されており,戦後において精神薄弱養護学校としては最初に認可

を受けた学校となろう(4年 目に高等部を開設したことになる)。 この点に関する史的研究は,今後の課題としたい。

4)大阪府において養護学校に重複障害学級を増設することになった経緯については,斎藤浩「重複障害学級編制の

法的検討と法的改善運動」『障害者問題研究』第73号 (1993)に詳しい。

5)島根県では,1993年度に策定した島根県障害者対策ダイヤモンドプランに基づいて,1994年度より計画的に養護

学校高等部への重複障害学級の整備を進める計画である (島根県教育庁学事課「県立養護学校高等部 (重複障害学

級)の整備について」1993年10月 21日付文書)。

6)石川県の肥田保久教育長は,学籍のない形で1991年度より試行してきた訪問教育生への高等部教育の保障につい

て,学籍付与の方向で文部省と協議する方針を県議会答弁の中で明らかにした (『北国新聞』『北陸中国新聞』1993

年10月 1日 付)。

(1993年 8月 31日 受理)

Summary

Hollrever upper secondary education is not compulsory in」apan,rnost children advance to upper secondary

schools The percentage of children going on to upper secondary schools in 1992 MIas 95,9(the graduates ofjunior

high sch001s), 954(those of lower secondary departments of schOOls fOr the blind)and 98 7(those Of 10、 ver

secondary departments of sch001s fOr the deaf)But it was only 60.5(the graduates of special classes in iuniOr

high sch001s)and 75 3(those of lower secondary departments of special schools for the mentally,physically and

healthily handicapped),since there were not any special classes in senior high schools and the extension of upper

secondary departments of special schools was not good enough for the rapid increase of their needs of entrance

This paper ttoMIs not only the promotion of establishment of upper secondary departments and special classes

for the multiple handicapped in special schools during these 15 years but also the difference of opportunity Of

upper secondary special education among 47 prefectures




